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市町村による成年後見制度利用促進基本計画（市町村計画）の策定について

１ 経 過

○平成28年5月 「成年後見制度の利用の促進に関する法律」施行

第23条 市町村は，成年後見制度利用促進基本計画を勘案して，当該市町村の区域
における成年後見制度の利用の促進に関する施策についての基本的な計画を定め
るよう努めるとともに，成年後見等実施機関の設立等に係る支援その他の必要な
措置を講ずるよう努めるものとする。

２ 市町村は，当該市町村の区域における成年後見制度の利用の促進に関して，基
本的な事項を調査審議させる等のため，当該市町村の条例で定めるところにより，
審議会その他の合議制の機関を置くよう努めるものとする。

○平成29年3月 成年後見制度利用促進基本計画が閣議決定

（計画期間 平成29～33年度）
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２ 市町村による成年後見制度利用促進基本計画（市町村計画）に盛り込むべ

き事項

（１）地域連携ネットワークの３つの役割についての具体的な施策等

① 権利擁護支援の必要な人の発見・支援

② 早期の段階からの相談・対応体制の整備

③ 意思決定支援・身上保護を重視した成年後見制度の運用に資する支

援体制の構築

（２）地域連携ネットワークの基本的仕組みを具現化させるもの

① 本人を後見人とともに支える「チーム」による対応

② 地域における「協議会」等の体制づくり

③ 地域連携ネットワークの中核となる機関の必要性

・中核機関 設置主体～市町村 運営主体～直営・委託

・地域連携ネットワーク

専門職団体（弁護士会，司法書士会，社会福祉士会）は中心的

な担い手として積極的な協力

④ 地域連携ネットワークおよび中核機関が担うべき具体的機能等

（広報機能，相談機能，利用促進機能，後見人支援機能，不正防止）

（３）成年後見制度の利用に関する助成制度の在り方について

（４）その他，既存の地域包括ケア，司法のネットワークといった地域資源

の活用や地域福祉計画など既存の施策との横断的，有機的連携に配慮し

た内容であること

（５）条例で定めるところにより，成年後見制度の利用促進に関する基本的

事項を調査・審議させる審議会その他の合議制の機関を置くよう努める

こと（促進法第23条第2項）

３ 函館市の対応について

○市では，地域福祉の推進を図るための市町村地域福祉計画を５年ごとに策

定している。現在，平成31年度からの新たな計画（計画期間 平成31～35年

度）を平成30年4月に策定委員会を立ち上げ策定作業を進めている。

○平成30年4月からの社会福祉法の改正に伴い，北海道からは平成30年3月に

地域福祉計画策定ガイドラインの改訂版が示されたが，市町村地域福祉計画

に市町村による成年後見制度利用促進基本計画（市町村計画）を盛り込むこ

とができる旨の記載があること，他にも同様の手法を用いて策定している中

核市も存在していること。

○上記２つの状況から，当市でも今回策定する第４次地域福祉計画に成年後

見制度利用促進計画（市町村計画）を盛り込むこととしたい。


